
平成29年7月13-14日
平成29年度第１学期
放送大学面接授業

専門科目：自然と環境
科目コード： 2466139

イーター計画(I) 計画の概要と建設状況

• 量子科学技術研究開発機構

• 核融合エネルギー研究開発部門

• 井上多加志

科目名：核融合エネルギーとイーター

平成29年7月14日（金） 第２時限11:40〜13:05 東京文京学習センター



 イーター（ITER）計画の目的

 ITER計画の位置付け

 ITERの主要な技術目標と主要パラメータ

 ITERの調達の進め方

 我が国が分担する物納機器

 国内機関の役割と体制

 ITER建設サイトの準備状況

内 容
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イーター（ITER）の目的

平和利用目的の核融合エネルギーが

科学的・技術的に成立することを実証

エネルギーの安定供給と環境問題の克服を同時に実現
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地球温暖化
全国地球温暖化防止活動推進センターホームページから
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http://jccca.org/chart/chart02_03.htmlよりhttp://jccca.org/chart/chart02_01.htmlより

130年ぐらいで0.85℃しか上がっていない。
2100年に最大4.8℃上がってもその頃には・・・。

夏のピーク値は？

http://jccca.org/chart/chart02_03.html
http://jccca.org/chart/chart02_01.html
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ITERの位置付け・実用化に向けて

科学的実証
技術的実証･経済的実現性

幅広いアプローチ(BA) 活動
2007年6月〜

JT-60

ITER

・サテライトトカマク
（JT-60超伝導化）

[青森県六ケ所村][茨城県那珂市]

•500 MWの核融合
エネルギー出力

•持続的な核融合燃
焼の実証

原型炉

・発電
・経済的見通し

• IFMIF
•原型炉設計
•シミュレーション研究

プラズマ実験段階 実験炉段階 原型炉段階

科学的/技術的実証

ITERは第三段階計画の中
核装置であり、国際協力
下でフランスに建設され
ている「日本の実験炉」
との位置付け

1985~ 2007~ 21世紀中葉

第3段階核融合研究開発計画（原子力委員会、1992年6月）
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超高温プラズマ
の実現



西暦年 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

活　動

概念設計

活動

（CDA）
約400人年

工学設計活動

（EDA）

物理R&D、工学R&D

1420人年

EDA

延長期間

約570人年

調整

技術

移行措置

活動

米ソ首脳会談

非公式政府

間協議

公式政府間

協議

JT-60運転開始

原研入所 ITER JCT参加 原研復職

JT-60運転終了

ITER部へ

ITER機構設立 2007.3

JT-60SA運転開始

TI-60 TI-65

ITER First Plasma

サイト決定・ITER協定署名

ITERサイト

現在

ITER計画の経緯
1985年 米・ソ主脳会議（レーガン-ゴルバチョフ会談）で、核融合の国際共同開発に

合意 (冷戦構造の崩壊)。日、欧にも呼び掛けて、ITER計画が発足。

1988-1990年 概念設計活動 (CDA)

1992-1998年 工学設計活動 (EDA)

1998-2001年 延長EDA (日、欧、露)。日本提案による設計の大転換・コスト低減。

2001-2005年 サイト選定、日欧露加の4極に加え、米中韓が参加。2003年末に加離脱。

2005年 ITERサイトがサンポール・レ・デュランスに決定、印が参加。

2006年 ITER協定の署名

2007年 ITER機構発足、７極参加（日欧米韓中露印） 核融合研究：４0年スパン
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写真提供：ITER機構



ITER：大型国際協力プロジェクト

・参加極：７極
日欧米露韓中印

・ 世界人口の半数以上(35億人)が関与
・ 世界のGDPの約3/4

ITER計画の実施：
・ITER機構(IO): 2007年10月発足、実施主体 (nuclear operator)
・７極の国内機関(DA): 物納調達(in kind procurement)で協力
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フランス・カダラッシュ

３５年の長期にわたる国際プロジェクト
日本はものづくりの知恵と経験で貢献。

日
日米

米

韓

韓

中

中

印

印

露 露

欧

欧

他

他



ITERの主要な技術目標

●核融合炉の主要な工学技術を統合し、
その有効性を実証。

●将来の核融合プラントのための工学
機器（熱・粒子制御機器等）の試験。

超伝導
磁石技術

熱・粒子制御
機器・技術

（ダイバータ）

中性子遮蔽
ブランケット技術

遠隔保守
機器・技術

トリチウム
取扱技術

プラズマ加熱・
電流駆動装置

真空容器
製作技術

主要な核融合炉の工学技術

プラズマ計測・
制御技術

●誘導運転において、
エネルギー増倍率Q≧10、300〜500秒間の
核融合燃焼を達成。 核融合出力

外部入射パワー
Ｑ＝

●誘導によらないQ≧5の定常運転実証を目指す。

炉心プラズマの核融合性能

核融合工学技術

誘導によらない電流発生の例

高周波電流駆動
電磁波に乗せて電子の流れを作る

(＋)

(ー)

電流
ビーム電流駆動
ビーム入射によりイオン
の流れを作る

ITER本体概要図
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ITERの主要パラメータ

５００MW

30m

・全核融合出力
≧１０・Q（エネルギー増倍率）
≧４００秒・プラズマ誘導燃焼時間

６.２m・プラズマ主半径（R）

２.０m・プラズマ副半径（a）

１５MA・プラズマ電流（Ip）
５.３Ｔ（６.２m半径点）・トロイダル磁場

７３ＭＷ・外部加熱・電流駆動パワー

6.2m

EAST (Ip=1MA)

KSTAR (Ip=2MA)
1.8m

1.1m
SST-1 (Ip=0.22MA)

ITER 
(Ip=15MA)

3.0m

JT-60SA
(Ip=5.5MA)

1.7m

世界の非円形超伝導トカマク
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ITERの大きさのイメージ

東京タワー
重量 : 4,200 トン
高さ : 333 m

(1958年竣工)

真空容器と容器内機器
重量: 8,000 トン

高さ： 11.3 m 外径： 19.4 m

超伝導コイルシステム
重量: 10,000 トン

高さ： 17 m 外径： 25 m

ITER

11/35



ベースラインスケジュール
2016年11月の第20回ITER理事会において、下記の建設スケジュールで作業を実

施することに合意。ファーストプラズマに必要な機器の製作を優先。

H19
07

H20
08

H21
09

H22
10

H23
11

H24
12

H25
13

H26
14

H27
15

H28
16

H29
17

H30
18

H31
19

H32
20

H33
21

H34
22

遠隔保守機器製作

高周波加熱装置製作

中性粒子入射加熱装置製作

組立開始 初プラズマ

中心ソレノイド(CS)コイル用導体製作

TFコイル実機製作

トロイダル磁場(TF)コイル用導体製作

TFコイル実規模試作

サイト造成

遠隔保守機器

中性粒子入射
加熱装置

高周波加熱装置

計測装置製作

トロイダル磁場コイル

H35
23

H36
24

H37
25

H38
26

計測装置

ピット掘削
建屋建設

トカマク組立

調整・運転

CSコイル導体
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• 2016年6月、IOは機器構成WSを開催し、機器調達の進展に従ってITERの運転を
段階的に進める「段階的アプローチ」を提案。

• 参加極のトカマク運転とプラズマ物理の専門家を集め、計３回のワークショップ
（2016年7月、2017年2月及び3月）を開催。段階的運転（FP、PFPO-I、PFPO-II、
FPO）に則したリサーチプランを作成。

• Q=10目標達成とQ=5定常運転目標達成までを視野に入れて検討。

• 同様に、Hモード研究を早期に開始するためにPFPO-1での10MWのICRF追加を前
提とした。
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段階的アプローチ



プラズマ運転領域を機器の据付に応じて段階的に拡大。
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段階的アプローチ



• 段階的アプローチに沿って研究計画を作成。

• FP（1か月）:H/Heで100ｋA、100ms。続く工学運転期にマグネッ
トの定格励磁、1MA級の円形リミタプラズマを生成。

• PFPO-1（18か月）：H/Heで7.5MA/2.65Tまでのダイバータプラズ
マを生成、プラズマ制御、ECRH及びICRF調整運転、ディスラプ
ション管理。1.8T、30MW EC+ICによるHモード運転を検討中。

• PFPO-2（21か月）：HNB、DNB、ICRF調整運転、高パワー加熱、
H運転でHモード。ELM制御、ダイバータ熱負荷制御。高パワーL
モード運転実証、PWI研究。1.8T Hモード運転、TBMの影響評価。

• FPO（16ヶ月×3）:Dで高パワーHモード運転。トレーサ量のTから
始め、Tプラントのスループット増加とともにフルDT運転へ。①数
100MW、数10秒、Q＝5－10の核融合出力。②Q≧10、300－500s
核燃焼、及びハイブリッドまたは非誘導電流駆動によるQ≈5、1000
－3000s。
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段階的アプローチ



ITER機構の体制 2017年5月（日本人:25名）

ベルナール・ビゴ機構長多田栄介副機構長 イ・ギュンス副機構長 小野塚正紀
中央統合本部長

ヤネシッツ
中央統合本部次長

岡山克巳
（前）計画管理副本部長
⇒建設管理本部長

バク
建設部門長オーランディ

プラント部門長

アレクセーエフ
トカマク部門長

科
学
技
術
部
門

管
理
部
門

キャンベル
科学運転部門長 16/35



ITER 工学R＆D

•超伝導コイル、遠隔保守機器等、主要機器の製作技術の開発は完了
•主要機器の単体性能の実証も完了→ ITERの建設に着手可能

 

R:3.6m

H:2.8m

Bmax=13 T

sec/6.0 TB 

熱負荷 :  20 MW/m2

工学設計活動 (EDA)

1992-2001年
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我が国が分担する物納機器
トロイダル磁場(TF)コイル

TFコイル導体: 25%
TFコイル巻線、一体化: 47%

TFコイル構造物: 100%

電子サイクロトロン加熱
ジャイロトロン

水平ポートランチャー

中性粒子入射加熱
HVブッシング: 100%

1 MV電源高電位部: 100%
1 MeV加速器: 33%

Blanket
module

Vacuum
Vessel

Manipulator Vehicle

Rail

ブランケット遠隔保守（設計中）

マニピュレータ付ビークル

Final Wrap (s.s.)

Sub Wrap (s.s.)

Nb3Sn Cable

Central Spiral

Insulation

Jacket (JK2LB)

49 mm

中心ソレノイド(CS)コイル
CSコイル導体: 100%

トリチウム除去設備
（ADS、設計中）

ダイバータ（R&D中）

外側ターゲット: 100%

計測装置（設計中）

マイクロフィッションチャンバー
ポロイダル偏光計
周辺トムソン散乱計測器
ダイバータ不純物モニタ
赤外サーモグラフィー
上部ポート統合
下部ポート統合
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ITER機構

現金調達 (約13%)

物納調達(約87%)

EU

45.46%
日本

9.09%

韓国
9.09%

中国
9.09%

インド
9.09%

ロシア
9.09%

米国
9.09%

ITERにおける調達分担

約8%

機器・設備の製作と
サイトへの搬入

サイトでの据付・組立・試験
調達取決め
（PA)
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各極による物納
・各極の技術基盤や核融合開発計画に基づいて分担を決定
・各極の貢献度に従った公平な分担：建物や居室等はホスト国欧州が分担
・各極及びシステム間の取合調整やｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ、全体組立はITER機構が所掌
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21

ITER国際核融合エネルギー機構(ITER機構）
（ITER計画の実施主体）

産業界,大学、国内研究機関／関係機関

国内機関(DA)の業務

物納機器

調達業務

量研機構

日本政府
（協定締結者）

納入派遣

納入

取決め
（仕様）

契約

■ITERへの貢献は国内機関（Domestic Agency）を窓口として実施
■量研機構は、国から、我が国のITER国内機関として指定(2007年10月24日)

製造企業、等

機構職員と滞在研究者
参加窓口業務

機構法
（国内機関指定）
中期目標/計画

量研機構の役割 （国内機関）

国内意見集約
（核融合エネルギー
フォーラム等）

意見・要望

調達文書作成
発注仕様書・図面作成
品質保証活動
（工場検査・
ＩＯとの調整）
技術打合
（国内・他極・ＩＯ）
等
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日本国内機関(JApan Domestic Agency: JADA)

理事長
量子科学技術研究開発機構

2007年10月24日発足

核融合研究開発部門長

事務関連部門
（人事、財務、国際、契約、
産学連携促進、他）

他のプロジェクト

JADAヘッド （多田栄介）

文部科学省

ITER国内機関（JADA）オフィス
JADA HEAD
補佐： 4名

ITER 計画管理
グループ

• Schedule Control

• Resource Control

• Project Control

超伝導コイル
開発グループ

• TF Coil

• TF Structure

• Inserts Test

ブランケット工学
グループ

• TBM

＊

ITER連携推進グループ
• Human Contribution

• Collaboration

• Procurement Control

• QA、CAD

遠隔保守機器
開発グループ

• Blanket Remote   

Handling

＊ トリチウム工学
グループ

• ADS

＊計測開発
グループ

• Edge Thomson

• Polarimeter

• Divertor Impurity

• MFC, etc 

＊ RF加熱工学
グループ

• ECH

＊

NB加熱工学
グループ

• NBI

ITER 現地支援
グループ

• 機器輸送支援
• 現地日本人支援

プラズマ対向
機器開発グループ

• Divertor Target

＊ ＊＊

平成26年３月＊: 試験機器を有し、設計最終化の為の R&Dの実施、品質管理試験が可能。
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我が国が責任を有する機器・システムの調達を進める



ITERサイト：Provence…

サンポール・
レ・デュランス

マルセイユ
南フランス
Provence

23/35



サンポール・レ・デュランス

マルセイユ

地中海

マノスク

エクサン・プロバンス

ITERサイト：サンポール レ デュランス
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ITER
完成予想図

ITERサイト：サンポール・レ・デュランス

CEAカダラッシュ研究所
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トカマク建屋

組立ホール

本部ビル

冷却塔

中央変電設備

コイル電源
変換器棟

冷凍機棟

トリチウム処理棟

制御棟

ホットセル建屋

計測ホール

ITER サイト配置計画

64m
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ITERサイトの整備状況（2013年6月）

高電圧受変電設備エリア
鉄塔、電線の敷設作業中

PF組立建家
幅45m、長252m、高17m
（2012年2月完成）

トカマク複合建家ピット
幅87m、長123.6m、深17m

本部ビル（2012年10月完成、
2013年1月17日竣工式典） ITER サイト完成予想図

トカマク複合建屋

本部ビル
制御棟
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トカマク複合建家の建設
2012年４月：トカマク複合建家の支持構造が完成。493個の免震パットを設置。

2013年6月2013年4月
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2014年4月
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ITERサイト建設状況（2016年4月）

クライオスタット
組立棟

ポロイダルコイル
巻線棟

組立建家
クライオプラント
マグネット電源用地

トカマク建家ピット

機器保管施設

ITER機構本部ビル

F4E建設事務所

建設業者
現場事務所

機器受入
仮置施設30
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ITER建設状況（2016年4月）

トカマク建家ピット

組立建家
ポロイダルコイル

巻線棟

生体遮蔽



ITER建設状況（2017年4月）
ポロイダルコイル

巻線棟
組立建家

マグネット電源用地

トカマク建家ピット
生体遮蔽

クライオプラント
高電圧受変電設備

計測建屋

32/35写真提供：ITER機構



トカマク建屋生体遮蔽
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地上階（L1レベル）のトカマク建屋生体遮蔽のコンクリート打設中

2017年4月
写真提供：ITER機構



組立建屋・RF建屋

34/35

組立建屋の外装工事完成。内装・設備工事が本格化
RF建屋の鉄骨工事が完了

2017年4月

写真提供：ITER機構



• ITERは、国際協力（7極：日欧米露韓中印）による35年間の共同
事業

ITER計画の署名：2006年11月、ITER機構の発足：2007年10月

• 核融合エネルギーが科学技術的に成立することを実証し、安定で
環境にやさしいエネルギー源であることを示す

• ITERでは、核融合原型炉（発電実証）に必要な技術を開発・実
証： 超伝導、高熱負荷機器、プラント、遠隔保守等

• 同時に、原型炉に必要な増殖ブランケット（熱の取り出しと燃料
であるトリチウムの増殖）の性能試験をTBMで実施

• ITERには、これまでにない高度で大型の機器が要求される。これ
までのITER工学R&Dによる成果に基づく設計・製作を実施

• ITER機構及び７つの国内機関が協力して調達を分担・実施

• 本部ビルが完成し、トカマク複合建家等の建設が進むなど、ITER
サイトの建設が順調に進展

まとめ
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